
第４章　交通網整備が地域構造に及ぼした影響の実証分析

４－１　はじめに

　 明 治 期 以 降 、 近 代 的 な 交 通 機 関 が 全 国 的 に 整 備 さ れ る よ う に な る と 、 地 域 と 地 域 が 相 互 に 機

能を依存する度合いが高まり、長期のうちに国土構造が変化してきたと考えられる。

　 こ の よ う な 交 通 網 整 備 と 地 域 構 造 の 変 化 に つ い て は 、 こ れ ま で 定 性 的 に 論 じ ら れ る こ と が 多

く 、 交 通 網 整 備 の 長 期 的 な 変 遷 と 地 域 構 造 の 長 期 的 な 変 遷 の 関 係 に つ い て 定 量 的 な 側 面 か ら 明

ら か に さ れ る こ と は 少 な か っ た と 考 え ら れ る 。 こ の よ う に 定 量 的 な 実 証 分 析 が 少 な か っ た 原 因

と し て は 、 交 通 網 整 備 の 効 果 は 極 め て 広 範 囲 で 、 顕 在 化 に は 極 め て 長 期 を 要 し 、 効 果 計 測 そ の

ものが非常に困難な点にあると考えられる。

　 本 章 に お け る 分 析 で は 、 こ れ ま で の 国 土 や 交 通 網 整 備 に 関 す る 政 策 の 影 響 と し て の 地 域 構 造

の変化を、長期的･全国的な観点から実証的に明らかにした。

４－２　分析の特徴

４－２－１　地域分析上の課題

(１)定量的議論の必要性

　 地 域 の 変 化 は 、 そ の 地 域 が 他 の 地 域 と ど の 程 度 交 流 で き る か と い う 相 対 的 な 位 置 関 係 が 大 き

な 影 響 を 及 ぼ し て お り 、 こ の よ う な 位 置 関 係 の 長 期 的 な 変 遷 を 定 量 的 に 明 ら か に す る こ と は 重

要である。だが、従来よりこの種の議論は定性的なものが多く、正確に議論されていない。

　 例 え ば 、 歴 史 的 な 交 通 の 発 達 そ の も の の 研 究 は 数 多 く 、 中 西 １ ） , 老 川 ２ ） な ど の 定 性 的 研 究 が あ

る が 、 交 通 網 整 備 に よ る 地 域 間 の 相 対 的 な 位 置 関 係 の 変 遷 が 、 地 域 変 化 に 与 え て き た 影 響 に つ

いて定量的に議論したものとはなっていない。

(２)長期的･広域的議論の必要性

　 交 通 基 盤 は 整 備 後 極 め て 長 期 間 に わ た っ て 機 能 し 、 そ の 影 響 は 交 通 網 を 介 し て 広 範 囲 に 広 が

る。従って、交通網整備の地域への影響を論ずるには、長期的･広域的な視点が必要である。

　 こ れ に 関 し 、 既 存 の 研 究 は 過 去 の デ ー タ か ら 一 定 の 傾 向 を 見 い だ す 実 証 的 研 究 と 、 交 通 と 地

域 変 化 の メ カ ニ ズ ム の モ デ ル 分 析 的 研 究 に 大 別 で き 、 前 者 は 上 田 ･ 中 村 ３ ） , 鐵 道 院 ４ ） , 天 野 ･ 前 田 ･

二 十 軒 ５ ） , 武 知 ６ ） , 堂 柿 ･ 佐 藤 ･ 五 十 嵐 ７ ） , 新 谷 ･ 堤 ８ ） な ど が あ り 、 後 者 は 、 近 年 の 都 市 内 交 通 を 対 象

と し た も の が 多 い が 、 都 市 間 交 通 を 対 象 と し た も の と し て は 、 森 杉 ･ 林 山 ９ ） , 肥 田 野 ･ 林 山 ･ 山 村 １

０）,竹内･武林･塩本１１）等がある。

　 こ の よ う に 、 実 証 的 研 究 は 地 域 や 期 間 を 限 定 し た も の 多 く 、 モ デ ル 分 析 は 、 モ デ ル 化 の た め

に 一 定 の 仮 定 が 必 要 で あ り 、 現 実 面 で の 説 得 力 に 問 題 が あ る こ と な ど か ら 、 定 量 的 な 議 論 で も

交通整備が地域構造に及ぼす影響については明確ではない。

(３)都市間交通の特徴を考慮する必要性

　 前 述 し た 地 域 間 の 相 対 的 位 置 関 係 の 変 化 は 所 要 時 間 に よ っ て 計 測 さ れ る こ と が 多 く 、 国 土 全



体 の 相 対 的 位 置 関 係 の 変 化 を も た ら す 交 通 網 整 備 と は 都 市 間 交 通 で あ る 。 従 っ て 、 都 市 間 交 通

の特徴を考慮した所要時間指標による分析が必要である。

　 こ の 点 に 関 し 、 中 川 ･ 加 藤 １ ２ ） , 天 野 ･ 中 川 ･ 加 藤 ･ 波 床 １ ３ ） , 奥 山 ･ 濱 口 ･ 高 梨 １ ４ ） ら は 、 従 来 の 都 市 間

交 通 に お け る 所 要 時 間 の 考 え 方 は 、 定 義 そ の も の が 曖 昧 で あ る う え 、 都 市 間 交 通 の 特 性 を 反 映

することができないことを指摘している。

４－２－２　本章の分析視点

　 本 章 の 分 析 で は 、 地 域 間 の 相 対 的 位 置 関 係 の 変 遷 と そ れ に 伴 う 地 域 の ポ テ ン シ ャ ル 変 化 に 着

目 し 、 明 治 期 以 降 の 交 通 整 備 の 結 果 、 地 域 構 造 が ど の よ う に 変 化 し て き た か を 明 ら か に す る 。

ま た 、 長 期 的 な 実 際 の デ ー タ に 基 づ き 、 全 国 を 対 象 と し た 定 量 的 分 析 を 行 う 。 ま た 、 地 域 間 の

相対的位置関係を計測する際には、都市間交通の特徴を反映した時間距離指標を採用する。

４－３　地域間の相対的位置関係の計測について

４－３－１　都市間交通における所要時間計測の課題

　 都 市 間 交 通 の 所 要 時 間 を 用 い て 地 域 間 の 相 対 的 な 位 置 関 係 を 分 析 す る 場 合 、 地 域 間 の 空 間 的

抵抗を如何に正確に反映させた指標を用いるかが重要な鍵となる。

　 表 ４ － １ は 高 知 か ら 宮 崎 に 向 か う 場 合 の 、 す

べ て の 先 着 便 ( そ の 便 よ り 遅 く 出 発 し 、 早 く 到 着

す る よ う な 他 の 便 が な い も の ) の 所 要 時 間 を 示 し

た も の で あ る 。 最 速 便 は 直 行 便 で 4 5 分 だ が 、 そ

れ 以 外 は 翌 日 に わ た る も の を 含 め て も 経 由 便 が 5

便であり、各便の所要時間の変動が大きい。

　 こ の よ う な 場 合 、 最 速 便 の 所 要 時 間 を 採 用 す る と 所 要 時 間 は 4 5 分 と な り 、 多 数 の 便 の 新 幹 線

で 結 ば れ て い る 京 都 - 名 古 屋 間 と 同 程 度 と な る が 、 こ れ ら 都 市 間 の 相 対 的 位 置 関 係 が 同 じ と は 考

え に く い 。 即 ち 、 新 幹 線 の よ う に 運 行 頻 度 が 高 く 、 所 要 時 間 の 安 定 し た 都 市 間 交 通 の み を 対 象

と す る 場 合 は 大 き な 問 題 と は な ら な い も の の 、 都 市 間 の 交 流 可 能 性 を 歴 史 的 に 考 察 す る 場 合

や 、 近 年 で も 、 頻 度 の 低 い 航 空 路 や 地 方 都 市 間 の 鉄 道 交 通 を 含 め て 分 析 す る 場 合 に は 避 け る こ

とのできない重要な問題であるが、表１のような場合には所要時間の一般的な定義がない。

４－３－２　都市間の所要時間を表す方法

　 都 市 間 の 空 間 的 抵 抗 と し て の 所 要 時 間 を 表 す た め 、 前 述 し た 諸 課 題 を 考 慮 し た い く つ か の 指

標 が 提 案 さ れ て い る １ ２ ） １ ３ ） １ ４ ） 。 本 章 の 分 析 で は 都 市 間 交 通 の 利 便 性 を 経 年 的 に 比 較 す る と い う

目 的 に 照 ら し て 、 所 要 時 間 の 考 え 方 と し て 主 に 「 期 待 所 要 時 間 」 を 採 用 し 、 都 市 間 ･ 地 域 間 の 空

間 的 抵 抗 の 長 期 的 変 遷 を 分 析 す る こ と と し た 。 な お 、 「 期 待 所 要 時 間 」 は 文 献 1 4 ) な ど に 示 さ れ

る「積み上げ所要時間」から求めた平均所要時間と同じものとなっている。

　表１　高知→宮崎間の先着便  (1997年3月)
高知発 経由地 宮崎着 所要時間
7:50 伊丹着 8:30 発 9:00 10:05 2:15
9:30 羽田着 10:40 発 11:10 12:55 3:25
12:05 伊丹着 12:45 発 14:30 15:35 3:30
15:00 → 直行 → 15:45 0:45
16:10 伊丹着 16:50 17:30 18:35 2:25
19:45 羽田着 20:55 発 6:55 8:40 12:55

表４－１　高知→宮崎間の先着便(1997年3月)



　 ま た 、 都 市 間 の 空 間 抵 抗 を 表 す 指 標 と し て 時 間 以 外 に 重 要 な 「 費 用 」 に つ い て は 、 い ず れ の

所要時間の定義についても一般化費用の考え方などへ拡張することができる。

４－３－３　所要時間指標の計測方法

(１)「滞在可能時間」の考え方

　 滞 在 可 能 時 間 と は 、 あ る 都 市 を 一 定 時 刻 ( 例 え ば 午 前 6 時 ) 以 後 に 出 発 し 、 一 定 時 刻 ( 例 え ば 深 夜

1 2 時 ) 以 前 に 帰 着 す る 場 合 に 目 的 地 に お い て 滞 在 で き る 時 間 数 の こ と で あ る 。 こ の 指 標 の 特 徴 や

実 用 性 に つ い て は 、 文 献 1 4 ) 1 5 ) 1 6 ) で 論 じ ら れ て お り 、 従 来 か ら 用 い ら れ て い る 指 標 と 比 較 し

て、都市間の交通利便性をより実際に近い形で反映したものであることが示されている。

　 地 域 間 の 所 要 時 間 指 標 と し て 「 滞 在 可 能 時 間 」 を 用 い る 場 合 に は 、 ( 4 . 1 ) に よ り 計 測 時 間 帯 ( 例

え ば 6 時 か ら 2 4 時 ま で の 1 8 時 間 ) か ら 滞 在 可 能 時 間 を 差 し 引 い た も の を 半 分 に す る こ と で 、 片 道

あたりの所要時間指標TSijとすることができる。

２

Ws－STYij
TSij＝ (4.1)

　 ( 4 . 1 ) に お い て 、 W s は 出 発 時 刻 か ら 帰 着 時 刻 ま で の 時 間 数 ( こ こ で は 午 前 6 時 か ら 深 夜 1 2 時 ま で

の18時間)、STYijは滞在可能時間である。

(２)「期待所要時間」の考え方

　 滞 在 可 能 時 間 は 主 と し て 朝 夕 に 発 着 す る 便 の 交 通 利 便 性 の み を 反 映 し た 指 標 と な っ て い る

が 、 期 待 所 要 時 間 は こ の よ う な 滞 在 可 能 時 間 の 問 題 点 を 更 に 補 う も の で あ り 、 算 出 対 象 と す る

時 間 帯 に 運 行 さ れ て い る 全 便 の 所 要 時 間 及 び ダ イ ヤ の 設 定 状 況 を 反 映 し た 指 標 で あ る 。 期 待 所

要時間は以下のように定義する。

　 2 地 点 間 の 旅 行 時 間 は 、 図 ４ － １ の ● 点 の 箇 所 の よ う に 、 各 便 ご と に 求 ま る が 、 他 の 時 刻 に 出

発 す る 場 合 は 次 便 ま で の 待 ち 時 間 が 加 わ り 、

図 中 の 右 下 が り の 斜 め 線 の よ う に な る 。 そ こ

で 、 各 時 刻 に お け る 旅 行 時 間 を 足 し 合 わ せ た

も の ( の こ ぎ り 状 の 線 の 下 の 部 分 の 面 積 ) を 「 積

み 上 げ 所 要 時 間 」 と 定 義 す る 。 こ の 指 標 は 各

便 の 旅 行 時 間 が 小 さ く 、 運 行 頻 度 が 高 い ほ ど

小 さ な 値 と な り 、 ま た 各 便 の 旅 行 時 間 や 運 行

本 数 が 同 じ で も 、 い わ ゆ る 団 子 運 転 の よ う な

実 質 的 な 利 便 性 が 低 い 場 合 に は 指 標 値 が 大 き

く な り 、 旅 行 時 間 、 運 行 頻 度 、 ダ イ ヤ 設 定 の

す べ て を 考 慮 し て い る 。 更 に こ の 指 標 は 2 地 点

間 に 複 数 の 交 通 モ ー ド が あ る 場 合 に も 、 図 ４

－２のように定義可能である。

旅行の所要時間 

図４－１　積み上げ所要時間と期待所要時間の考え方
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　 「 積 み 上 げ 所 要 時 間 」 は 定 義 上 、 出 発 時 刻

に 沿 っ て 旅 行 時 間 を 積 分 し て い る た め 、 出 発

時 間 帯 の 幅 で 除 し て 旅 行 時 間 の 平 均 値 を 求 め

る こ と で 、 時 間 調 整 分 も 含 め た 移 動 に 必 要 な

時 間 数 と す る こ と が で き る 。 こ れ を 「 期 待 所

要 時 間 」 と 定 義 す る が 、 こ れ は 各 時 刻 に お け

る 実 際 の 旅 行 時 間 を 平 均 し た も の で あ る た

め 、 出 発 時 刻 を ラ ン ダ ム に と っ た と き の 目 的

地 ま で の 旅 行 時 間 の 期 待 値 と な っ て い る 。

P I L i j を 積 み 上 げ 所 要 時 間 、 W p を 出 発 時 間 帯

の 幅 ( 6 時 か ら 2 1 時 ま で の 1 5 時 間 ) と す る と 、

期待所要時間TXijは下の式により求める。

Wp

PILij
TXij＝ (4.2)

(３)「最短所要時間」の考え方

　 従 来 か ら よ く 用 い ら れ て い る 「 最 短 所 要 時 間 」

は そ の 定 義 が 曖 昧 な も の が 多 い が 、 多 く の 場 合 、

リ ン ク ご と の 最 速 便 が す べ て 乗 り 継 ぎ 可 能 で あ る

と 仮 定 し 、 乗 車 時 間 を 足 し 合 わ せ た も の を 指 標 と

し て 採 用 す る 方 法 が 考 え ら れ る 。 し か し 、 厳 密 な

意 味 で の 「 最 短 所 要 時 間 」 は 、 図 ４ － １ に 示 す よ

う に １ 日 の 利 用 可 能 な す べ て の 便 の う ち 、 実 際 の

乗 り 継 ぎ を 考 慮 し た 上 で の 最 も 目 的 地 ま で の 所 要

時 間 の 小 さ い 便 の 所 要 時 間 で あ る 。 し た が っ て 、

厳 密 に こ の 指 標 値 を 求 め る た め に は 「 期 待 所 要 時

間」を求める際と同程度の計算量を要する。

(４)所要時間指標の特徴

　 本 章 の 分 析 で 用 い る 所 要 時 間 指 標 は そ の 定 義 を

も と に 特 徴 を ま と め る と 、 表 ４ － ２ の よ う に な

る 。 最 短 所 要 時 間 は 最 も 高 速 で 乗 換 え の 便 利 な 交

通 機 関 を 乗 り 継 い だ 場 合 の 所 要 時 間 で あ る の に 対

し 、 滞 在 可 能 時 間 は 朝 夕 の 交 通 機 関 の 便 の 有 無 や

乗 り 継 ぎ な ど の 利 便 性 を 反 映 し た 指 標 、 期 待 所 要

時 間 は 一 日 を と お し て の 交 通 機 関 の 運 行 時 間 帯 及

び運行頻度を反映した指標となっている。

これらの時間帯は自動車利用の
方が所要時間が短い

この区間の
所要時間グラフ

自動車利用の
場合の所要時間

　公共交通機関を
利用する場合の所要時間

所要時間

旅行開始時刻

図3.3　複数の交通モードを考慮する場合の考え方図４－２　複数の交通モードを考慮する場合の考え方

表3.2　各所要時間指標の特徴
(1)出発可能な時刻の考慮
時間帯 朝 昼間 夜 備考
期待
所要時間 ○ ○ ○ 全便の出発時刻を考慮

滞在可能
時間

△
往路 －

△
復路

朝の初便、夜の終便の往復各
１便のみを考慮

最短
所要時間 － － － 考慮できない

(2)運行本数の考慮
時間帯 朝 昼間 夜 備考
期待
所要時間 ○ ○ ○ 全便数を反映

滞在可能
時間 △ － △ 設定時刻から初便の時刻まで

の時間数等による間接考慮
最短
所要時間 － － － 考慮できない

(3)移動そのものに要する時間の考慮
時間帯 朝 昼間 夜 備考
期待
所要時間 ○ ○ ○ 全便の各移動時間数をすべて

考慮
滞在可能
時間

△
往路 －

△
復路

朝の初便、夜の終便の往復各
１便のみを考慮

最短
所要時間 △ △ △ 全便のうち最速の１便だけを

考慮

(4)移動途中での乗換え待ち時間の考慮
時間帯 朝 昼間 夜 備考
期待
所要時間 ○ ○ ○ 全便について途中の乗り換え

待ち時間をそれぞれ考慮
滞在可能
時間

△
往路 －

△
復路

朝の初便、夜の終便の往復各
１便のみを考慮

最短
所要時間 △ △ △ 全便のうち最速乗継ぎパター

ンの１便だけを考慮 (注)
(注) 本研究3.2.6の厳密な定義の場合。リンクごとの最速
便の所要時間を足しあわせる方法の場合は、考慮不能。

表４－２　各所要時間指標の特徴

本章の分析の



４－３－４　府県間旅客流動に関する所要時間指標の表現力の検証

(１)比較分析の概要

　 以 下 で は 、 上 述 の 各 指 標 を 実 際 の モ デ ル 分 析 に 用 い た と き の 妥 当 性 に つ い て 検 討 す る 。 そ の

た め 、 ま ず 、 西 日 本 の 1 3 府 県 の 府 県 庁 所 在 都 市 相 互 間 に お い て 「 最 短 所 要 時 間 」 「 滞 在 可 能 時

間 」 「 期 待 所 要 時 間 」 を そ れ ぞ れ 算 出 し て 比 較 す る 。 次 に 各 府 県 間 の 旅 客 流 動 を 説 明 す る グ ラ

ビティモデルをそれぞれ作成し、その適合性を比較検討する。

(２)分析の対象と条件

　 代 表 地 点 は 各 府 県 庁 所 在 都 市 の 中 心 地 ( 鉄 道 駅 ) と し 、 そ れ ら 相 互 間 の 所 要 時 間 を ４ － ３ － ３

の(１)～(３)の３つの定義によって求める。

　 最 短 所 要 時 間 は 、 ( ３ ) の 定 義 の う ち 、 従 来 か ら よ く 用 い ら れ て い る 方 法 に よ る も の と す る 。

滞 在 可 能 時 間 に つ い て は 、 朝 6 時 出 発 、 夜 2 4 時 到 着 の 条 件 で 算 出 す る 。 ま た 、 期 待 所 要 時 間 は 定

義 上 2 4 時 間 を 対 象 と す る こ と も 可 能 で あ る が 、 通 常 の 生 活 時 間 帯 や 交 通 機 関 の 運 行 状 況 を 考 慮

し 、 6 時 ～ 2 1 時 に お け る 値 を 算 出 す る 。 い ず れ の 指 標 に お い て も 、 鉄 道 、 航 空 機 の 時 刻 は J R 時 刻

表 ( 1 9 9 0 年 3 月 版 ) よ り 、 自 動 車 の 所 要 時 間 は 道 路 時 刻 表 ( 道 路 整 備 促 進 期 成 同 盟 会 1 9 9 0 年 6 月 発 行 )

より求める。また自動車の所要時間は出発時刻によらず一定とする。

(３)期待所要時間算出プログラム

　 期 待 所 要 時 間 は 、 対 象 と す る 時 間 帯 に 運 行 さ れ て い る 利 用 可 能 な 全 便 の 運 行 ダ イ ヤ を 検 索 す

る 必 要 が あ り 、 最 短 所 要 時 間 を 求 め る 通 常 の ネ ッ ト ワ ー ク プ ロ グ ラ ム で は 算 出 さ れ な い 。 本 章

の 分 析 で は 、 全 路 線 の 全 便 の 時 刻 表 を デ ー タ と し て 入 力 す れ ば 、 駅 間 ･ 空 港 間 の 結 節 関 係 や 、 そ

れ ぞ れ の 路 線 の 運 行 系 統 も 考 慮 し た ネ ッ ト ワ ー ク を 自 動 的 に 作 成 し 、 指 定 し た 出 発 時 刻 ご と

に 、 す べ て の 目 的 地 の 到 着 時 刻 が 求 め ら れ る プ ロ グ ラ ム を 作 成 し た １ ７ ） 。 今 回 の 計 算 で は 、 こ の

プ ロ グ ラ ム を 用 い て 上 述 の 時 間 帯 に お け る 1 0 分 刻 み の 各 出 発 時 刻 に 対 応 す る 所 要 時 間 を 算 出

し 、 そ れ ら を も と に 区 分 求 積 に よ り 積 み 上 げ 所 要 時 間 を 求 め 、 さ ら に 期 待 所 要 時 間 を 算 出 し

た 。 な お 、 こ の プ ロ グ ラ ム は 、 滞 在 可 能 時

間の算出にも応用可能となっている。

(４)計算結果とその考察

　 期 待 所 要 時 間 の 算 出 結 果 は 、 図 ４ － ３ の

よ う に 示 す こ と が で き 、 こ の 図 の 太 線 の 下

の 面 積 が 積 み 上 げ 所 要 時 間 と な り 、 期 待 所

要 時 間 は こ れ を ( 4 . 2 ) に よ り 所 要 時 間 指 標 と

し た も の で あ る 。 図 か ら 1 日 の う ち の あ る 特

別 な 時 刻 に お け る 値 の み を 表 し て い る 最 短

所 要 時 間 と 比 較 し て 全 体 の 利 便 性 を 反 映 で

き る こ と が わ か る 。 こ の よ う に し て ､ 1 3 都 市
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相 互 間 に お い て 期 待 所 要 時 間 を 求 め 、 最 短 所 要 時 間 及 び 滞 在 所 要 時 間 か ら ( 4 . 1 ) に よ り 算 出 し た

所要時間と比較したものを図４－５、図４－６に示した。

　 図 ４ － ４ で は 、 最 短 所 要 時 間 が 2 ～ 4 時 間 の 間 に 入 る 区 間 が 非 常 に 多 い の に 対 し て 、 そ れ ら の

区 間 の 期 待 所 要 時 間 は か な り ば ら つ い て い る こ と が わ か る 。 こ れ は 期 待 所 要 時 間 で は 便 数 の 違

い が 反 映 さ れ て い る こ と に よ る と 考 え ら れ る 。 ま た 、 図 ４ － ５ に 示 す よ う に 滞 在 可 能 時 間 と 期

待 所 要 時 間 は 極 め て 相 関 が 高 い 。 滞 在 可 能 時 間 の 計 算 で 用 い ら れ る 便 の 利 便 性 が 、 全 体 の 利 便

性 を か な り よ く 反 映 し て い る も の と 考 え ら れ る 。 な お 、 自 動 車 利 用 の 所 要 時 間 が ど の 時 間 帯 で

も最も短くなる区間では、3つの定義による所要時間は一致する。

(５)モデルの分析方法と結果

　 1 3 府 県 間 の 旅 客 O D を 表 ４ － ３ の よ う な 条 件 で 説 明 す る モ デ ル を 作 成 し た 。 そ の 結 果 も 同 表 に

示 し た が 、 滞 在 可 能 時 間 、 期 待 可 能 時 間 、 最 短 所 要 時 間 の 順 に 大 き な 相 関 係 数 を 得 た 。 更 に 、

期 待 所 要 時 間 と 最 短 所 要 時 間 を 比 較 す る た め に 、 実 測 値 と モ デ ル 式 か ら 算 出 し た 計 算 値 の 分 布

を 図 ４ － ６ 、 図 ４ － ７ に 示 し た 。 図 ４ － ４ の 考 察 で 述 べ た よ う に 最 短 所 要 時 間 は 2 ～ 4 時 間 の と

こ ろ に 値 が 多 く 集 中 し て い る た め 、 図 ４ － ７ の よ う に モ デ ル に よ る 計 算 値 も 集 中 し て 、 実 績 値

の ば ら つ き を 表 現 で き て い な い 。 そ れ に 対 し て 期 待 所 要 時 間 の 方 で は 、 実 績 値 に 近 づ く 方 向 に

計 算 値 が 改 善 さ れ て い る こ と が わ か る 。 な お 、 滞 在 可 能 時 間 は 、 図 ４ － ５ の よ う に 期 待 所 要 時

間と相関が非常に高いので図示していないが、期待所要時間と同様の傾向である。

(６)分析結果の考察

　 問 題 点 と し て 前 述 し た よ う に 、 最 短 所 要 時 間 は 都 市 間 の 交 通 利 便 性 を 表 し て い る と は 言 い 難

く 、 特 に こ の モ デ ル 分 析 か ら 運 行 頻 度 に 差 が あ る 場 合 に 適 合 性 の 悪 い こ と が 示 さ る 。 ま た 、 期

待所要時間は運行頻度も加味した指標で、モデル分析でも有効な指標であることが示された。

　 こ の よ う に 、 「 期 待 所 要 時 間 」 を 用 い る こ と に よ り 、 接 続 の 利 便 性 向 上 や 線 増 な ど の 輸 送 力
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増 強 に よ る 運 行 頻 度 の 改 善 な ど 、 最 短 所 要 時 間 に は 反 映 さ れ に く い 交 通 整 備 事 業 の 評 価 を 行 う

こ と が で き る ほ か 、 航 空 ･ 鉄 道 ･ 自 動 車 の ミ ッ ク ス モ ー ド に よ る 所 要 時 間 の 算 出 が 可 能 な 点 な ど

が 利 点 と し て あ げ ら れ る 。 し か し 算 出 に 多 大 な 手 間 が か か る こ と 、 分 析 対 象 時 間 帯 の 設 定 に

よって結果が異なるなどが欠点としてあげられる。

　 さ ら に 、 滞 在 可 能 時 間 も 、 期 待 所 要 時 間 と ほ ぼ 同 様 の 結 果 が 得 ら れ て お り 、 算 出 の 手 間 が 期

待所要時間と比較すると格段に少ないことを考えると有効な指標であると考えられる。

４－４　　明治期以降の近代交通網整備

４－４－１　明治期の交通整備の背景

基本式：Qij＝α
Pi･Pj

ｔｔｔｔij
β

ただし： Qij

Pi、Pj
ｔｔｔｔij
α、β

：府県間旅客輸送人員(全機関)　単位：千人／年
　昭和63年度　旅客地域流動調査
　運輸省運輸政策局情報管理部編　(財)運輸経済研究センター発行, 1990.3
：府県人口　単位：人

：パラメータ
：それぞれの所要時間の定義により算出した所要時間

計算方法：基本式の両辺の対数をとった下式を用いて、線形の回帰分析を行う。
この際、ｔｔｔｔijは区間ijの平均をとる。

log
Qij
Pi Pj

＝a+b･log ｔｔｔｔij

表４－３　モデル分析の方法

計算結果：
期待所要時間を用いた場合 滞在可能時間より算出した片道

あたり所要時間を用いた場合
最短所要時間を用いた場合

a = - 18.31 (α =1.12E-08 )
b = - 3.65 (β = 3.65)
R = - 0.7803 (R2 = 0.609)

a = - 17.75 (α = 1.96E-08 )
b = - 3.99 (β = 3.99)
R= - 0.7951 (R2 = 0.632)

a = - 19.67 (α = 2.87E-09 )
b = - 3.52 (β = 3.52)
R = -0.6767 (R2 = 0.458)
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図3.10　期待所要時間に関する分析結果図４－６　期待所要時間に関する分析結果
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図3.11　最短所要時間に関する分析結果図４－７　最短所要時間に関する分析結果



　 鉄 道 は 新 橋 - 横 浜 間 に お い て 営 業 が 開 始 ( 1 8 7 2 , 明 治 5 年 ) さ れ た が 、 そ の 当 初 の 目 的 は 人 心 を 驚

か せ 、 明 治 維 新 政 府 の 支 配 権 力 を 強 化 す る 手 段 の 一 つ と し て 利 用 す る こ と に あ っ た と 言 わ れ る
１ ８ ） 。 新 首 都 で あ る 東 京 と 古 都 の 京 都 の 間 に 幹 線 鉄 道 を 建 設 す る こ と に よ り 、 政 治 的 中 心 地 を 結

ぶと同時に江戸時代以来の経済的中心地を通ることで、中央集権強化に役立つと考えられた。

　 1 8 9 0 年 代 は 、 紡 績 部 門 で の 第 一 次 産 業 革 命 や 製 鉄 部 門 で の 第 二 次 産 業 革 命 ( 八 幡 製 鉄 所 , 1 8 9 7 ,

明 治 3 0 年 ) な ど に よ り 資 本 主 義 体 制 が 確 立 す る よ う に な り 、 同 時 に 輸 送 効 率 の 高 い 鉄 道 は 路 線 網

を 急 拡 し た 。 こ の 背 景 に は 、 日 本 鉄 道 と 上 毛 蚕 糸 業 地 帯 と の 関 係 な ど １ ９ ） の 産 業 と 密 接 な 関 係 に

あった鉄道経営が営利事業として十分成立したことも大きく関係していると考えられる。

　 こ の 時 期 に は 軍 事 と 経 済 の 両 面 か ら 、 全 国 的 な 鉄 道 網 整 備 が 必 要 で あ る と の 認 識 に 基 づ き 、

1 8 9 2 ( 明 治 2 5 ) 年 、 鉄 道 敷 設 法 が 公 布 さ れ た 。 同 法 で の 予 定 路 線 は 東 京 と 都 道 府 県 庁 所 在 地 、 及

び 軍 事 的 に 重 要 な 地 域 を 結 ぶ 路 線 と さ れ た 。 電 信 網 も こ の よ う な 鉄 道 路 線 沿 い に 優 先 的 に 設 置

されている。道路網についても東京を中心としてこれらの地点を結ぶ路線とされていた。

　 な お 、 こ の 時 期 以 降 戦 後 ま で 、 我 が 国 の 陸 上 交 通 は 鉄 道 優 先 主 義 で あ り 、 特 に 都 市 間 を 結 ぶ

道路交通網は江戸時代の街道をほぼ引き継いだものとなっていた。

４－４－２　大正期の鉄道整備の背景

　 第 一 次 世 界 大 戦 ( 1 9 1 4 ～ 1 9 1 8 , 大 正 3 ～ 7 年 ) 時 に は 、 四 大 工 業 地 帯 が 形 成 さ れ る な ど 経 済 的 な 発

展 が 大 き く 、 こ れ ら 地 域 へ の 人 口 の 集 中 が 激 し か っ た 。 こ れ は 、 大 都 市 が 工 業 都 市 で あ る と 同

時 に 業 務 中 枢 機 能 を 兼 ね 備 え て い た か ら で も あ る 。 1 9 2 0 年 代 に は 高 等 教 育 機 関 が 充 実 し 、 大 都

市に中産階級を形成するようになった。

　 交 通 政 策 と し て は 、 1 9 2 2 ( 大 正 1 1 ) 年 に 改 正 鉄 道 敷 設 法 が 公 布 さ れ 、 旧 法 が 幹 線 鉄 道 建 設 を 主

と し て い た の に 対 し 、 支 線 網 の 拡 大 に 重 点 を お い た も の と な っ た 。 こ れ は 日 清 ･ 日 露 戦 争 の 戦

勝 や 産 業 発 展 に よ り 、 明 治 期 の 富 国 強 兵 ･ 殖 産 興 業 政 策 が 一 応 の 目 的 を 達 し た こ と も 原 因 で あ

ると考えられる。同法の改正によって、建設予算の決定だけで鉄道建設着工が可能になった。

４－４－３　第二次世界大戦前～戦時の鉄道整備の背景

　 満 州 事 変 ( 1 9 3 1 , 昭 和 6 年 ) 後 の 国 内 外 の 情 勢 の 悪 化 に 伴 い 、 交 通 を 含 む 産 業 全 体 の 統 制 が 開 始 さ

れ た 。 1 9 3 7 ( 昭 和 1 2 ) 年 の 日 中 戦 争 開 始 に 伴 い 、 第 １ 次 近 衛 内 閣 に よ っ て 1 9 3 8 ( 昭 和 1 3 ) 年 国 家 総 動

員法が公布され、交通もこの法律による統制下に入った。

　 同 時 期 に ド イ ツ で は ア ウ ト バ ー ン の 建 設 が 進 め ら れ て お り 、 日 本 で も 軍 事 輸 送 目 的 の 自 動 車

道 路 の 調 査 や 新 幹 線 ( 弾 丸 列 車 構 想 ) の 建 設 が 促 進 さ れ る こ と と な っ た 。 し か し な が ら 、 こ れ ら

は戦争の激化によりともに実現には至らず、交通ネットワークに大きな変化が無かった。

４－４－４　戦後復興期～高度成長期の鉄道整備の背景

(１)戦災復興



　 戦 災 復 興 は 、 食 糧 増 産 と エ ネ ル ギ ー 等 基 礎 的 資 源 の 確 保 に 重 点 が 置 か れ 、 産 業 部 門 で は 石

炭 、 鉄 鋼 、 電 力 な ど の 基 幹 産 業 部 門 に 重 点 的 に 投 資 す る 傾 斜 生 産 方 式 が と ら れ た 。 同 時 に こ れ

らの産業を支えている鉄道も重点投資の対象になっている。

　 1 9 5 0 ( 昭 和 2 5 ) 年 に は 初 の 国 土 開 発 の 基 本 法 で あ る 「 国 土 総 合 開 発 法 」 が 制 定 さ れ 、 資 源 開 発

と 国 土 保 全 を 目 的 と し た 特 定 地 域 総 合 開 発 計 画 が 実 行 に 移 さ れ た 。 同 年 、 朝 鮮 戦 争 が 勃 発 し 、

後方業務による特需で経済活動は復活したが、国内の輸送能力が問題となり始めている。

(２)高度経済成長と全総計画

　 1 9 6 0 ( 昭 和 3 5 ) 年 に 成 立 し た 池 田 内 閣 は 、 所 得 倍 増 計 画 や 太 平 洋 ベ ル ト 地 帯 構 想 な ど の 高 度 経

済 成 長 を 政 策 の 中 心 に 据 え た が 、 地 方 部 か ら の 反 発 も あ り 1 9 6 2 ( 昭 和 3 7 ) 年 に は 所 得 格 差 ･ 地 域 格

差 の 是 正 を 目 的 と し た 全 国 総 合 開 発 計 画 が 策 定 さ れ 、 新 産 業 都 市 建 設 促 進 法 や 工 業 整 備 特 別 地

域整備促進法が制定されている。

　 交 通 政 策 に つ い て は 、 輸 送 力 の 不 足 が 長 期 的 に み た 経 済 成 長 の 阻 害 条 件 と な る と い う 立 場 か

ら 、 体 系 的 な 公 共 投 資 が 行 わ れ る こ と と な り 、 1 9 6 4 ( 昭 和 3 9 ) 年 、 東 海 道 新 幹 線 が 開 業 し て い

る 。 ま た 、 1 9 5 0 年 代 後 半 頃 か ら は 、 自 動 車 の 有 用 性 が 高 く 評 価 さ れ る よ う に な り 、 国 土 開 発 縦

貫 自 動 車 建 設 法 ( 1 9 5 7 , 昭 和 3 2 年 ) 、 道 路 整 備 緊 急 措 置 法 ( 1 9 5 8 , 昭 和 3 3 年 ) 、 国 土 開 発 幹 線 自 動 車 道

建 設 法 ( 1 9 6 6 , 昭 和 4 1 年 ) に よ り 名 神 高 速 道 路 ･ 東 名 高 速 道 路 の 建 設 や 都 市 間 の 幹 線 道 路 の 改 良 、 高

速 自 動 車 国 道 ネ ッ ト ワ ー ク の 建 設 が 開 始 さ れ た 。 ま た 、 航 空 の 面 で も 、 1 9 6 0 年 代 以 降 、 航 空 路

線のジェット化が進められている。

(３)新全総

　 高 度 経 済 成 長 を 前 提 と し た 新 全 総 ( 1 9 6 9 , 昭 和 4 4 年 ) で は 、 札 幌 - 東 京 - 福 岡 を 主 軸 と し た 大 規 模

プ ロ ジ ェ ク ト 構 想 や 新 ネ ッ ト ワ ー ク 形 成 、 広 域 生 活 圏 構 想 な ど が 打 ち 出 さ れ 、 全 国 的 な 交 通

ネ ッ ト ワ ー ク を 整 備 し 、 こ の 新 し い ネ ッ ト ワ ー ク 上 に 各 地 域 の 特 性 を 生 か し た 、 効 果 的 な 産 業

開 発 等 の 大 規 模 産 業 開 発 プ ロ ジ ェ ク ト を 配 置 計 画 す る こ と に よ り 、 地 域 の 発 展 と 開 発 の 効 果 を

全 国 的 に 及 ぼ し 、 国 土 利 用 の 均 衡 を は か ろ う と し た 。 こ れ に よ り 、 全 国 的 な 通 信 網 、 交 通 網 、

国際空港等の建設、更には農業、工業等の大基地を整備することとなった。

４－４－６　高度成長期以降の鉄道整備の背景

(１)三全総

　 1 9 7 7 ( 昭 和 5 2 ) 年 に は 第 三 次 全 国 総 合 開 発 計 画 が 策 定 さ れ 、 全 総 以 降 の 新 産 業 都 市 や 大 規 模 プ

ロ ジ ェ ク ト 構 想 等 の 地 方 分 散 政 策 を 更 に 推 し 進 め た も の と な っ て い る が 、 1 9 6 2 年 の 全 総 以 来 四

半世紀以上を経てもなお大都市圏への集中傾向は続いている。

　 こ の 時 期 に 東 北 ･ 上 越 新 幹 線 が 開 業 し て い る が 、 そ れ 以 外 に つ い て は 東 北 ･ 上 越 新 幹 線 の 建 設

費がオイルショックによって高騰したことなどの影響を受け、整備が凍結されている。

(２)四全総

　 1 9 8 7 ( 昭 和 6 2 年 ) に は 第 四 次 全 国 総 合 開 発 計 画 が 閣 議 決 定 さ れ 、 三 全 総 に お い て 提 唱 さ れ た 定



住 圏 構 想 に 加 え て 、 圏 域 相 互 の 交 流 に よ り 地 域 相 互 の 分 担 と 連 携 が 考 慮 さ れ て お り 、 基 幹 的 交

通 に よ る 全 国 １ 日 交 通 圏 の 確 立 や 、 情 報 ･ 通 信 体 系 の 整 備 、 あ る い は 交 流 活 性 化 の た め の ソ フ

ト 面 の 充 実 が 必 要 で あ る と さ れ て い る ( 交 流 ネ ッ ト ワ ー ク 構 想 ) 。 こ の 計 画 に あ わ せ 、 全 国 約

14,000kmの高規格幹線道路網計画が策定されている。

　 こ の 時 期 に は 巨 額 の 長 期 債 務 を 処 理 す る た め 、 日 本 国 有 鉄 道 が 分 割 ･ 民 営 化 ( 1 9 8 7 , 昭 和 6 2 年 ) さ

れ て お り 、 主 だ っ た 幹 線 鉄 道 整 備 は 進 行 し て い な い 。 し か し 、 冬 季 オ リ ン ピ ッ ク の 長 野 開 催 を

考慮し、平成元年以降、北陸新幹線の一部区間(高崎-長野間)が着工されている。

(３)近年

　 1 9 9 0 年 代 中 期 以 降 は 、 極 め て 低 成 長 の 時 期 と な っ て い る 。 1 9 9 8 ( 平 成 1 0 ) 年 に は 新 た な 全 国 総 合

開 発 計 画 が 閣 議 決 定 さ れ 、 多 軸 型 国 土 の 形 成 を 目 指 す こ と と な っ た 。 こ の 時 期 に は 、 運 輸 政 策

審 議 会 答 申 ( 1 9 9 2 , 平 成 4 年 ) 、 公 共 投 資 基 本 計 画 ( 1 9 9 4 , 平 成 6 年 ) 、 国 土 審 議 会 計 画 部 会 報 告 ( 1 9 9 5 , 平

成 7 年 ) な ど を 受 け 、 財 源 問 題 に よ り 長 期 間 ほ ぼ 凍 結 状 態 に あ っ た 整 備 新 幹 線 計 画 が 再 び 始 動 す

ることとなり、東北･北陸･九州の各整備新幹線が本格的に着工されている。

４－５　地域間の空間的抵抗の変遷

４－５－１　分析対象年次

　 本 章 の 分 析 で は 明 治 期 以 降 の 交 通 網 整 備 の い く つ か の 段 階 に つ い て 全 都 道 府 県 庁 所 在 都 市 間

の所要時間の変遷を明らかにし、国土構造の変化を分析する。

　 分 析 対 象 年 次 と し て は 、 ４ － ４ を 参 考 に 、 鉄 道 網 の 骨 格 が で き は じ め て か ら 現 在 ま で の う ち

表 ４ － ４ に 示 す 7 年 次 を 採 用 し 、 各 年 次 の 交 通 網 の 概 要 も 同 表 に 示 し た 。 ま た 、 交 通 網 発 達 に よ

る 変 化 の 考 察 の 参 考 に 、 道 路 ( 街 道 ) を 徒 歩 移 動 す る 場 合 ( 以 下 「 道 路 」 ) に つ い て も 、 鉄 道 が で き

る前の状況を示すものとして計算する。

４－５－２　データと計算方法･計算条件

　　　　　　　　　表３　各対象年次における交通網の概要
時期 交通網の概要

1898年
(明治31年)

鉄道網の骨格が形成されつつあるが,鉄道が未整備,或いは整備されていても東海道線などを中心とするﾈｯﾄﾜｰｸに接
続していない県が17ある｡

1915年
(大正4年)

奥羽線,北陸線,信越線,中央線,鹿児島線などが全通し,山陰線,日豊線なども一部開通したため,ほとんどの都市が鉄
道でつながった｡しかし,四国4県と宮崎は未整備である｡

1934年
(昭和9年)

羽越線,日豊線,山陰線,などが全通し,高山線,横断路線も整備され,土讃線を除き幹線はほぼ完成している｡また,一部
に航空路線が開設されているが運賃や運送力の面で交通ﾈｯﾄﾜｰｸとしてはまだ一般的ではない｡

1950年
(昭和25年)

交通ﾈｯﾄﾜｰｸ自体は1934年時点と大差ないが,第二次世界大戦の影響が残っている｡経済的に疲弊しているので,交通網
に対する大規模な投資はほとんど行われていない｡戦争の影響でこの時点においては航空路線は存在していない｡

1961年
(昭和36年)

新幹線開業3年前で,在来線は現在とほぼ同じﾈｯﾄﾜｰｸが完成し,輸送力増強が,進められている｡東海道線などでは優等
列車が多数運行され,ｽﾋﾟｰﾄﾞ,ﾌﾘｰｸｴﾝｼｰの面で地方との差が生じている｡航空路線が増加しつつある｡

1975年
(昭和50年)

東海道,山陽新幹線が全通し,航空路線もかなり普及している｡特に新幹線の延伸の影響として,西日本方面の交通利
便性が比較的高くなった時期でもある｡

1990年
(平成2年)

東海道,山陽,東北,上越の各新幹線が開業し,青函ﾄﾝﾈﾙ,瀬戸大橋の開通によって北海道,本州,四国,九州の全都道府県
が鉄道でつながっている｡航空路線も増加し,沖縄を含めたﾈｯﾄﾜｰｸができている｡

(参考)　道路
距離による値

鉄道などの交通機関を利用できない状態を想定｡道路(街道)を徒歩によって移動する場合｡本研究では鉄道などの交
通機関整備以前の状況を表現するものとして用いる｡

表４－４　各分析年次における交通網の概要



　 計 算 に 使 用 し た デ ー タ を 表 ４ － ５ に 示 す 。

分 析 対 象 路 線 は 、 対 象 年 次 に 開 業 し て い た 全

公 共 交 通 機 関 と す る が 、 行 き 止 ま り 路 線 等 で

都 市 間 移 動 に 利 用 さ れ な い 路 線 は 除 い た 。 な

お 、 都 市 間 の 移 動 に は 自 家 用 車 利 用 も 考 え ら

れ る が 、 我 が 国 で は 近 年 に お け る 都 市 間 距 離

が 小 さ い 場 合 な ど を 除 き 、 公 共 交 通 機 関 を 利

用 す る 場 合 の 方 が 所 要 時 間 が 小 さ い 場 合 が ほ

と ん ど で あ り 、 本 章 の 分 析 で は 所 要 時 間 に 関

す る 分 析 を 行 う た め 、 公 共 交 通 機 関 を 主 体 と

す る 分 析 を 行 っ た 。 た だ し 、 公 共 交 通 機 関 に

は高速バスなどの自動車交通も含まれる。

　 「 期 待 所 要 時 間 」 の 計 算 に は 、 運 行 さ れ て

い る 全 便 の 時 刻 を 参 照 す る 必 要 が あ る た め 、

表 ４ に 示 し た 時 刻 表 に 記 載 さ れ て い る 全 便 ( 不

定 期 便 や 計 算 上 明 ら か に 利 用 さ れ な い 各 駅 停 車 等 を 除 く ) の 運 行 時 刻 デ ー タ を 文 献 1 7 ) の 計 算 機

シ ス テ ム に 入 力 し て 計 算 し た 。 な お 、 空 港 な ど の ア ク セ ス や 徒 歩 移 動 な ど の 条 件 は 表 ４ － ６ に

従 っ て 設 定 し た 。 ま た 「 期 待 所 要 時 間 」 を 求 め る 際 の 出 発 時 刻 帯 は 6 時 か ら 2 1 時 ま で と し 、 乗 換

え や 接 続 は 実 際 の 運 行 時 刻 に 基 づ い て 計 算 を 行 い 、 出 発 地 は 歴 史 的 に 特 殊 な 事 情 を 持 つ 沖 縄 を

除く都道府県庁所在都市の中心駅を代表地点とした。

４－５－３　地域間の所要時間の変遷

　 表 ４ － ７ は 、 表 の 上 側 に 示 し た 都 市 を 出 発 し 、 左 側 に 示 し た 都 市 を 訪 れ る 場 合 に つ い て の 期

待 所 要 時 間 に つ い て 、 片 道 4 時 間 以 下 と な っ た 年 次 を 示 し た も の で あ る 。 同 表 で は 1 8 9 8 年 時 点

で 、 期 待 所 要 時 間 が 4 時 間 以 下 で あ っ た の は 、 近 畿 圏 相 互 間 に 多 い ほ か 、 関 東 圏 や 県 庁 所 在 地 間

距 離 の 短 い 隣 接 県 に 限 ら れ 、 そ の 後 、 近 畿 と 東 海 な ど 地 方 を 越 え て 広 が り 始 め て い る 。 近 年 に

至 っ て 、 関 東 圏 を 中 心 と し た 広 が り が 大 き く 、 ま た 1 9 7 5 年 に は 新 幹 線 と 航 空 機 の 発 達 に よ っ

て 、 関 東 と 東 海 、 近 畿 と 中 国 の 瀬 戸 内 側 な ど に 範 囲 が 広 が っ て い る 。 1 9 9 0 年 に は 東 北 ･ 上 越 新 幹

線 の 開 業 や 瀬 戸 大 橋 の 開 通 な ど に よ り 、 関 東 と 東 北 及 び 長 野 ･ 新 潟 、 近 畿 と 四 国 の 瀬 戸 内 海 側 、

四 国 ･ 中 国 相 互 間 な ど に 範 囲 が 広 が っ て い る 。 し か し 、 そ の ほ と ん ど が 新 幹 線 及 び 新 幹 線 と 在 来

線 を 乗 り 継 ぐ こ と に よ り 結 ば れ る 都 市 間 で あ っ て 、 関 東 圏 と 四 国 あ る い は 九 州 の 間 な ど で は 航

空 機 が 発 達 し て い て も 期 待 所 要 時 間 4 時 間 以 下 と な る 場 合 は 少 な い 。 こ れ よ り 、 期 待 所 要 時 間

が 、 直 接 的 な 乗 車 時 間 だ け で な く 、 鉄 道 と 航 空 機 に よ る 運 行 頻 度 や 運 行 時 間 帯 の 差 異 な ど を 反

映していることがわかる。

　 こ の よ う に 、 期 待 所 要 時 間 を 用 い た 分 析 に お い て も 都 市 間 の 所 要 時 間 が 、 運 行 頻 度 の 影 響 を

表４－５　計算に使用したデータ

①1998年 汽車汽船旅行案内 (明治31年8月1日発行)

②1915年 公認汽車汽船案内 (大正4年2月1日発行)

③1934年 鉄道省編纂汽車時間表 (昭和9年12月1日発行)

④1950年 日本国有鉄道編集時刻表 (昭和25年10月1日発行)

⑤1961年 日本国有鉄道編集時刻表 (昭和36年10月1日発行)

⑥1975年 国鉄監修時刻表　 (昭和50年10月1日発行)

⑦1990年 ＪＲ時刻表　　　 (平成2年3月1日発行)

注)①②「なつかしの時刻表復刻再現版,中央社,1972」

　 ③　「時刻表復刻版(戦前･戦中編),日本交通公社出局」

　 ④⑤「時刻表復刻版(戦後編),日本交通公社出版局」
　徒歩距離「日本街道総覧,新人物往来社,1976」等による

表４－６　計算の条件

１．空港･港湾のアクセスの条件
　 原 則 と し て 公 共 交 通 機 関 に よ る 。 時 刻 表 に ア ク セ ス
交 通 機 関 の 時 刻 、 ま た は 空 港 ･ 港 湾 ま で の 所 要 時 間 が
記 載 さ れ て い る 場 合 は そ れ に 従 う ． そ れ 以 外 は 、 空
港･港湾と中心駅の距離からアクセス時間を推定。

２．徒歩の場合
　6時から18時までの間、4km/hで移動可能とする。



大 き く 受 け て い る こ と が わ か る 。 ま た 、 1 9 1 5 年 か ら 1 9 3 4 年 の 間 の よ う な 鉄 道 の 速 度 の 向 上 が 余

り 大 き く な い 時 期 に お い て も 、 運 行 頻 度 の 増 大 等 に よ る 実 質 的 な 所 要 時 間 の 短 縮 が 見 ら れ る 。

しかし、交通網整備の進展のなかった1934年から1950年にかけてはほとんど変化していない。

　 地 域 別 に み る と 、 1 9 9 0 年 で は 関 東 圏 と 関 西 圏 で は 近 県 に 対 し て 期 待 所 要 時 間 4 時 間 以 下 と な っ

て い る が 、 東 北 相 互 間 の う ち 新 幹 線 で 結 ば れ て い な い 箇 所 や 、 山 陰 と 山 陽 、 四 国 内 相 互 間 、 南

九 州 な ど で は 、 県 庁 所 在 都 市 間 の 距 離 が 長 い こ と も あ る が 、 近 県 相 互 間 で も 期 待 所 要 時 間 が 4 時

間を越えており、地方の一部では依然として時間距離に表される空間的抵抗が大きい。

表3.16　期待所要時間の変遷（片道4時間以下となった年次）
北 海 道 ・ 東 北 関 東 北陸・甲信越 東海 近 畿 中 国 四国 九 州

訪＼発 札
幌
青
森
盛
岡
仙
台
秋
田
山
形
福
島
水
戸
宇
都
宮
前
橋
浦
和
千
葉
東
京
横
浜
新
潟
富
山
金
沢
福
井
甲
府
長
野
岐
阜
静
岡
名
古
屋
津 大津

京
都
大
阪
神
戸
奈
良
和
歌
山
鳥
取
松
江
岡
山
広
島
山
口
徳
島
高
松
松
山
高
知
福
岡
佐
賀
長
崎
熊
本
大
分
宮
崎
鹿
児
島

北 札幌
海 青森 △
道 盛岡 △ △××× × ×
・ 仙台 △ ○▲ △×××××
東 秋田 ××

山形 ×△ ○ × × ×
北 福島 ×▲ ○ ×△×△×△×

水戸 × × ▲△▲○▲○ △
宇都宮 ×△ ×△▲ ○●○▲▲× × △×

関 前橋 × ××▲ ▲○▲○× ×△ ×
浦和 ×× ×△▲●● ▲■■× △×△○△ △△

東 千葉 × ×○○△▲ ●▲× △ ×△△ △
東京 ×× ×▲▲○■● ■× ○ △○△△△△△ △
横浜 × ×○▲○■▲■ × △ △▲△××△△

北 新潟 ××× ×× ×
陸 富山 × ●△ × ×△
・ 金沢 ● ● △ △ △△△
甲 福井 △▲ △△△×△△△△△
信 甲府 ×× △△○△ × ×
越 長野 ×△△ × × ×

岐阜 × △△ △ ○■□▲▲○○○× △
東 静岡 ××△×○△○▲ × ○ ○△△△△×× ×
海 名古屋 × △△△△ ×△ ■○ ▲▲▲○○○△ △×

津 △ ▲△● ▲▲▲▲▲ ×
大津 △× ×△ ▲△▲○ ■■●▲▲ △△ ×
京都 × △× △△ ▲△▲▲■ ■■■▲ △△ × ×

近 大阪 ○△ ×△ ▲△○▲■■ ■■▲ ○△×△△ △
畿 神戸 △ △ ○△○△●■■ ▲▲ ▲△ × ×

奈良 △ △ ○△○▲●■■● ▲ △△ ×
和歌山 × × △△▲▲●▲▲ △×
鳥取 ○

中 松江 ○ ×
岡山 △ △ △○○▲△△ ○△×▲ △

国 広島 △ △△△△△ ○ △ ×× △× ×
山口 △△ △× ×
徳島 △ × × ○

四 高松 × ×△△△ ▲△ ○ △
国 松山 ×△ △

高知 △
福岡 × △△△ ●△○△
佐賀 ×△× ● ○○×

九 長崎 △○ ×
熊本 ×× ○○× △

州 大分 ×× △
宮崎 ×
鹿児島 × △

（片道4時間以下 ■:1898年から ●:1915年から ▲:1934年から □:1950年から ○:1961年から △:1975年から ×:1990年から）

表４－７　期待所要時間の変遷(片道4時間以下となった年次)



４－６　明治期以降の地域間交流可能性の変遷

４－６－１　交流可能性指標の算出方法

　 本 章 の 分 析 で は 全 国 に お け る 各 地 域 の 相 対 的 な 位 置 関 係 を 表 す 方 法 と し て 、 交 流 可 能 性 値 の

変 遷 を 明 ら か に す る 。 期 待 所 要 時 間 は 分 析 対 象 と す る 都 道 府 県 庁 所 在 都 市 間 の 全 O D に つ い て 求

まるため、アクセシビリティ値を算出することで分析を行う。

　 本 章 の 分 析 で は 、 地 域 i の ア ク セ シ ビ リ テ ィ 値 A C S i を 、 交 流 対 象 と な る 都 道 府 県 人 口 Ｐ j と 、

都 道 府 県 庁 所 在 都 市 間 の 期 待 所 要 時 間 ｔ i j を も と に 下 の ( 4 . 3 ) に よ り 求 め る 。 な お 、 人 口 は 総 合

的･安定的に地域活動を表す指標として優れていると考え採用した。

exp(λ･ｔij)
ＰjΣ

j
ACSi＝ (4.3)

　 た だ し 、 都 道 府 県 別 人 口 Ｐ j は 1 9 3 4 年 以 降 に つ い て は 最 も 近 い 国 勢 調 査 時 の 人 口 を 、 そ れ 以 前

は 内 閣 訓 令 第 １ 号 ( 明 治 3 1 年 ) に 基 づ い て 5 年 ご と に 実 施 さ れ た 人 口 調 査 か ら 算 出 さ れ た 乙 種 現 住

人 口 を 用 い る 。 ま た 近 代 交 通 網 整 備 以 前 の 状 況 の 参 考 の た め に 、 街 道 を 徒 歩 で 移 動 し た 場 合 に

つ い て の 計 算 に つ い て は 、 Ｐ j と し て 1 8 9 0 年 の 乙 種 現 住 人 口 を 用 い た 。 ま た 、 本 章 の 分 析 で は 次

の ( 4 . 4 ) の よ う に 交 流 可 能 性 値 を 全 国 合 計 比 A S i ( 以 下 、 A C S シ ェ ア 値 ) と し て 基 準 化 を 行 い 、 異 な

る年次間の比較を可能とした。

(4.4)ASi＝ ACSi

ACSi
i =1Σn

　 A C S i を 求 め る た め に は 所 要 時 間 に 関 す る 感 度 を 表 す パ ラ メ ー タ λ が 必 要 だ が 、 本 章 の 分 析 で

は都市間交通による地域の相対的な位置関係を分析するため、次のように設定した。

① λ 1 9 9 0 ( 1 9 9 0 年 の λ の 値 ) は 期 待 所 要 時 間 と 府 県 間 旅 客 流 動 量 と の 関 係 か ら 回 帰 分 析 に よ り

求め、λ1990＝0.0128とする

　 ま た 全 区 間 で 同 じ 比 率 で 所 要 時 間 が 短 縮 さ れ て い る 場 合 は 相 対 的 な 位 置 関 係 は 変 化 し な い と

の考えから、異なる年次間では、次のように設定した。

②1990年以前の年次では、λ1990を基準に各年代ごとに下の式から求めたλを用いる

(4.5)１ ＝exp(λ･Ｔy )
１

exp(λ1990･Ｔ1990)

　 T y は 各 年 次 ご と の 東 京 ･ 大 阪 間 の T i j ( 単 位 : 分 , 往 復 の 平 均 ) で あ る 。 こ れ は 、 時 間 に 対 す る 価 値

が 時 代 に よ り 変 化 し て い る こ と を 取 り 入 れ 、 相 対 的 な 比 較 を 行 う 基 本 尺 度 と し て 東 京 - 大 阪 間 の

時間距離を採用したものである。

４－６－２　鉄道整備による地域間の格差の拡大と縮小の過程

(１)ACSシェア値の変化

　 図 ４ － ８ お よ び 図 ４ － ９ は 分 析 対 象 年 次 の う ち 、 ４ － ６ － １ の 方 法 に よ り 計 算 し た A C S シ ェ

ア 値 が 特 徴 的 な 変 化 を 示 し た 「 道 路 」 と 1 8 9 8 年 と の 比 較 お よ び 1 8 9 8 年 と 1 9 1 5 年 と の 比 較 で あ



る 。 鉄 道 の 発 達 途 上 で あ る 1 8 9 8 年 に お い て 、 鉄 道 整 備 さ れ た と こ ろ と 未 整 備 の と こ ろ で 極 端 な

交 通 利 便 性 の 差 が 生 じ て い る 。 鉄 道 未 整 備 県 で は 、 依 然 と し て 徒 歩 か 船 に よ る 移 動 で あ り 、 そ

の 数 倍 以 上 の 速 度 の 鉄 道 が 一 部 地 域 に 登 場 し た こ と に よ り 、 格 差 が 生 じ て い る 。 こ の よ う な 格

差は1915年において、全国の鉄道網が概ね完成したことによって縮小している。

(２)地理的な特徴

　 図 ４ － １ ０ お よ び 図 ４ － １ １ は 前 述 の A C S シ ェ ア 値 の 変 化 に つ い て 、 地 域 的 な 特 徴 を 分 析 す
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る た め に A C S シ ェ ア 値 の 年 次 間 の 増 減 を 地 図 上 に 示 し た も の で あ る 。 表 ４ － ４ に 示 し た よ う

に 、 鉄 道 網 の 整 備 途 上 に お い て は 本 州 の 日 本 海 側 の 地 域 や 四 国 ･ 九 州 な ど で 都 市 間 交 通 網 整 備 が

比 較 的 遅 か っ た が 、 こ れ ら 図 よ り 、 定 量 的 に も こ れ ら 地 域 で は 交 流 可 能 性 の 向 上 が 比 較 的 遅

かったことが示される。

４－６－３　高速交通網整備による地域間の格差の拡大と縮小の過程
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(１)ACSシェア値の変化

　 図 ４ － １ ２ お よ び 図 ４ － １ ３ は 1 9 5 0 年 と 1 9 7 5 年 と の 比 較 お よ び 1 9 7 5 年 と 1 9 9 0 年 と の 比 較 を そ

れ ぞ れ 行 っ た も の で あ る 。 航 空 路 の 整 備 や 東 海 道 ･ 山 陽 新 幹 線 の 整 備 が 行 わ れ た 1 9 7 5 年 に お い

て 、 こ れ ら 高 速 交 通 網 が 整 備 さ れ た と こ ろ と 未 整 備 の と こ ろ で 、 再 び 交 通 利 便 性 の 差 が 生 じ た

こ と が 示 さ れ て い る 。 こ れ ら 高 速 交 通 網 が 未 整 備 の 県 で は 、 在 来 線 利 用 か 航 空 便 が 利 用 で き た

と し て も 便 数 が 少 な く 、 高 速 で 便 数 の 多 い 新 幹 線 が 太 平 洋 ベ ル ト 地 帯 に 登 場 し た こ と に よ り 、

格 差 が 生 じ て い る 。 1 9 7 5 年 か ら 1 9 9 0 年 に か け て 、 東 北 ･ 上 越 新 幹 線 が 開 業 す る こ と に よ り 縮 小 す

る傾向にあるが、依然として新幹線未整備かつ航空便数の少ない県があり、格差が存在する。

(２)地理的な特徴

　 図 ４ － １ ４ お よ び 図 ４ － １ ５ は 前 述 の A C S シ ェ ア 値 の 変 化 に つ い て 、 年 次 間 の 増 減 を 地 図 上

に 示 し た も の で あ る 。 航 空 路 の 整 備 ( 特 に ジ ェ ッ ト 化 ) は 大 都 市 の 空 港 で 比 較 的 早 く 、 新 幹 線 整

備 は 太 平 洋 ベ ル ト 地 帯 で 最 も 早 く 整 備 さ れ 、 次 い で 北 へ と 整 備 さ れ て い る 。 こ れ ら 図 に お い て

も定量的にもこれら地域は交通網整備による交流可能性の向上が示されている。

　 一 方 、 新 潟 を 除 く 本 州 日 本 海 側 各 県 や 内 陸 の 山 梨 ･ 長 野 、 四 国 や 九 州 南 部 で は 1 9 9 0 年 時 点 ま で

に目立った高速交通網整備はなく、これら図からもこのことが定量的に示される。

４－６－４　全国的な圏域構造の変化

　 地 域 間 の 交 流 可 能 性 か ら 見 た 国 土 構 造 を 分 析 す る た め 、 図 ４ － １ ６ は あ る 地 域 の A C S シ ェ ア

値 の 交 流 目 的 地 ご と の 内 訳 の う ち 、 最 も 大 き な 割 合 と な る 交 流 目 的 地 が 矢 先 に な る よ う に 結 ん

だものであり、交流可能性の観点における地域間のつながりを表現したものである。

　 近 代 的 交 通 網 整 備 以 前 を 表 す 「 道 路 」 で は 、 都 市 間 の 移 動 時 間 は 街 道 距 離 に 比 例 し 、 区 間 に

よ る 運 行 頻 度 の 差 も な く 、 ま た 大 都 市 圏 へ の 過 度 な 人 口 集 中 も 生 じ て い な い こ と か ら 、 比 較 的

近 県 間 で の 結 び つ き が 強 い 。 し か し 、 長 期 的 に は 大 都 市 圏 を 中 心 と す る 交 通 網 整 備 の 進 行 と 人
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図４－１６　交流可能性値の成分が最大となる交流目的地を結んだ構造

(1)「道路」(街道)

(2) 1990年



口の集中により、1990年までに徐々に大都市圏を頂点とする構造へと変化してきている。

４－７　都道府県人口の推移への影響

４－７－１　ACSシェアの推移と都道府県人口

　 図 ４ － １ ７ は 近 代 交 通 網 整 備 以 前 を 表 す 「 道

路 」 に お け る A C S シ ェ ア 値 が ほ ぼ 等 し い ４ 県 の

A C S シ ェ ア 値 の 変 遷 を 図 示 し た も の で あ る が 、

こ れ ら ４ 県 の 1 8 9 0 年 か ら 1 9 9 0 年 ま で の 1 0 0 年 間

の 人 口 の 伸 び を 調 べ る と 、 全 国 の 伸 び 率 を 1 と

し て 、 静 岡 県 1 . 0 9 、 岐 阜 県 0 . 7 2 、 山 梨 県 0 . 6 1 、

福 井 県 0 . 4 4 と な っ て お り 、 一 部 の 比 較 だ が 、 交

流可能性の変化の人口への影響が見られる。

４－７－２　都市間交通網の整備時期と長期的人口推移

　 図 ４ － １ ８ は 、 鉄 道 網 整 備 途 上 と 高 速 交 通

網 整 備 途 上 そ れ ぞ れ に お い て 、 早 期 に A C S シ

ェ ア 値 を 向 上 さ せ た か 否 か で 、 都 道 府 県 を 計 4

分 類 し 、 各 群 ご と に 人 口 を 集 計 し 、 全 人 口 に

対 す る シ ェ ア を 求 め 、 1 8 9 0 年 の シ ェ ア 値 を １

と し て 1 8 9 0 年 か ら 1 9 9 0 年 の 1 0 0 年 間 の 長 期 的 な

人 口 の 推 移 を 比 較 し た も の で あ る 。 な お 、 都

道 府 県 人 口 は 1 9 2 0 年 以 降 は 国 勢 調 査 人 口 を 、

それ以前については乙種現住人口を用いた。

　 同 図 で は 、 こ れ ら の 順 序 は カ テ ゴ リ の 分 類

が 戦 後 の 高 速 交 通 機 関 整 備 の 状 況 を 含 め た 分

類 に も 関 わ ら ず 、 1 9 1 0 年 に お い て 「 高 速 交 通

網 だ け 早 期 整 備 」 と 「 鉄 道 だ け 早 期 整 備 」 の 順 序 が 入 れ 替 わ っ た 以 外 は 、 1 8 9 0 年 以 降 全 く 同 じ

順 序 ( 「 両 方 と も 早 期 整 備 」 「 鉄 道 だ け 早 期 整 備 」 「 高 速 交 通 網 だ け 早 期 整 備 」 「 両 方 と も 遅 い

整 備 」 の 順 ) と な っ て い る 。 こ れ よ り 、 基 本 的 に は 都 市 間 交 通 網 整 備 が 比 較 的 早 い 地 域 と 遅 い 地

域では、早い地域の方が人口の増加傾向が大きかったと言える。

　 1 9 6 0 年 以 降 の 高 速 交 通 の 整 備 過 程 で は 、 鉄 道 整 備 は 早 か っ た が 人 口 シ ェ ア の 増 加 の 小 さ か っ

た 地 域 で は で は 高 速 交 通 機 関 整 備 が 遅 れ 、 結 果 と し て 「 鉄 道 だ け 早 期 整 備 」 に 分 類 さ れ る こ と

と な り 、 逆 に 鉄 道 網 整 備 は 遅 か っ た が 比 較 的 人 口 シ ェ ア の 低 下 が 軽 微 で あ っ た 地 域 で は 早 期 に

高 速 交 通 機 関 整 備 が 行 わ れ 、 結 果 と し て 「 高 速 交 通 網 だ け 早 期 整 備 」 に 分 類 さ れ た と 考 え る

と、戦後の交通網整備の基本である採算性の原則を裏付けるものではないかと考えられる。
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４－７－３　初期の集積と長期的人口推移

　 都 道 府 県 人 口 の 推 移 に 影 響 を 与 え る 原 因 と

し て は 、 都 市 間 交 通 網 整 備 以 外 に も 、 都 道 府

県 の 人 口 集 積 状 況 な ど の 原 因 が 考 え ら れ る 。

図 ４ － １ ９ は こ の よ う な 要 因 に つ い て 考 察 す

る た め 、 1 8 9 0 年 に お け る 各 都 道 府 県 を そ れ ぞ

れ の 人 口 密 度 に よ り ４ 段 階 に 分 類 し 、 人 口 を

そ れ ぞ れ の 群 に つ い て 集 計 し 、 全 国 人 口 に 対

す る シ ェ ア を 求 め 、 さ ら に 、 1 8 9 0 年 に お け る

各 々  の シ ェ ア 値 を １ と し て 基 準 化 し た も の で

ある。

　 同 図 で は 、 必 ず し も 人 口 密 度 が 高 い ほ ど そ

の 後 の 人 口 増 加 傾 向 が 大 き い と は 言 え な い 。

1 8 9 0 年 以 降 、 人 口 密 度 が 1 0 0 人 / K m ２ 未 満 の 地 域 と 2 0 0 人 / K m ２ 以 上 の 地 域 で の 人 口 増 加 の 傾 向 が 大

き く 、 特 に 1 0 0 人 / K m ２ 未 満 の 地 域 は 全 国 的 な 鉄 道 整 備 の 影 響 が 大 き い と 考 え ら れ る が 、 幹 線 鉄

道 網 の 整 備 が ほ ぼ 行 き 渡 っ た 1 9 2 0 年 頃 以 降 は 人 口 の 増 加 傾 向 が 停 滞 し 、 戦 後 は 減 少 傾 向 が 著 し

く な っ て い る 。 一 方 、 1 0 0 ～ 1 5 0 人 / K m ２ の 地 域 と 1 5 0 ～ 2 0 0 人 / K m ２ の 地 域 で は 、 戦 後 ま で は ほ ぼ 同

様 の 推 移 で あ る が 、 1 9 6 0 年 頃 以 降 は こ の 時 点 に お い て も 人 口 密 度 の 高 い 1 5 0 ～ 2 0 0 人 / K m ２ の 地 域

の方がやや人口のシェアは大きくなっている。

　 こ れ ら の こ と か ら 、 明 治 期 か ら 大 正 期 に か け て の 鉄 道 網 の 整 備 過 程 で は 、 地 域 の 人 口 集 積 は

そ の 後 の 人 口 推 移 に あ ま り 大 き な 影 響 を 及 ぼ し て い な い が 、 戦 後 に お い て は 人 口 の 集 積 は そ の

後の人口推移に影響を与えている可能性があると考えられる。

４－７－４　工業地域の整備

　 都 市 間 交 通 網 整 備 以 外 の 要 因 と し て は 、 工

業 の 先 行 的 配 置 に よ る 人 口 の 定 着 を ね ら っ

た 、 戦 後 の 拠 点 開 発 な ど も 考 え ら れ る 。 図 ４

－ ２ ０ は 沖 縄 を 除 く 4 6 の 都 道 府 県 を 新 産 業 都

市 の あ る 地 域 、 工 業 整 備 特 別 地 域 の あ る 地

域 、 四 大 工 業 地 帯 の あ る 地 域 、 お よ び そ れ 以

外 に ４ 分 類 し 、 そ れ ぞ れ の 群 ご と に 都 道 府 県

人 口 を 集 計 し 、 1 9 5 0 年 に お け る 人 口 シ ェ ア を

１ と し た 場 合 の 人 口 推 移 を 示 し た も の で あ

る 。 な お 、 工 業 整 備 特 別 地 域 の あ る 県 の う
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ち 、 愛 知 や 兵 庫 な ど は 四 大 工 業 地 帯 が あ り 、 茨 城 は 新 産 業 都 市 が あ る が 、 こ れ ら は 重 複 し て 集

計 し た 。 同 図 か ら 、 必 ず し も 政 策 的 な 工 業 地 域 整 備 に よ る 拠 点 開 発 は 地 域 振 興 に は 結 び つ い て

い な い こ と が わ か る 。 特 に 新 産 業 都 市 に 関 し て は 政 策 実 施 の 1 9 6 2 年 以 降 、 人 口 シ ェ ア の 低 下 が

大きい。

４－８　明治期以降の交通網整備政策とその影響

４－８－１　本章の分析結果のまとめ

(１)地域間の所要時間の変遷計測

　 本 章 の 分 析 で は 、 都 市 間 交 通 の 特 徴 を 考 慮 し た 「 期 待 所 要 時 間 」 を 用 い 、 明 治 期 以 降 の 都 道

府 県 相 互 間 の 所 要 時 間 の 変 遷 を 明 ら か に し た 。 そ の 結 果 、 鉄 道 網 が 全 国 的 に 整 備 さ れ る に 従

い 、 近 畿 圏 相 互 間 ･ 関 東 圏 相 互 間 や 県 庁 所 在 地 間 距 離 の 短 い 隣 接 県 で ま ず 実 質 的 な 所 要 時 間 が 短

縮 さ れ 、 そ の 後 、 鉄 道 網 の 拡 大 と 運 行 頻 度 の 増 大 な ど に よ り 、 広 範 囲 に 所 要 時 間 が 短 縮 さ れ て

ゆ く 過 程 が 確 認 さ れ た 。 し か し 、 近 年 で も 新 幹 線 で 結 ば れ て い な い 箇 所 な ど に お い て 依 然 と し

て時間距離が大きいことが明らかとなった。

(２)明治期以降の交流可能性の変遷

　 鉄 道 の 発 達 途 上 で あ る 1 8 9 8 年 に お い て 、 鉄 道 整 備 さ れ た と こ ろ と 未 整 備 の と こ ろ で 極 端 な 交

通 利 便 性 の 差 が 生 じ 、 そ の 後 、 全 国 の 鉄 道 網 が 概 ね 完 成 し た こ と に よ っ て 縮 小 し て い る こ と が

定 量 的 に 明 ら か と な っ た 。 ま た 、 地 理 的 に は 本 州 の 日 本 海 側 の 地 域 や 四 国 ･ 九 州 な ど で 都 市 間 交

通 網 整 備 が 比 較 的 遅 か っ た こ と に よ り 、 交 流 可 能 性 の 拡 大 が こ れ ら 地 域 で 比 較 的 遅 か っ た こ と

も定量的に確認された。

　類似の過程は、戦後の高速交通機関の整備途上においても定量的に確認された。

(３)地域人口に与えた影響

　 交 流 可 能 性 の 変 遷 の 特 徴 に よ り 都 道 府 県 を 分 類 し 、 人 口 変 化 を 分 析 し た 結 果 、 基 本 的 に は 都

市 間 交 通 網 整 備 の 時 期 が そ の 後 の 人 口 推 移 に 大 き な 影 響 を 与 え て い る こ と が 定 量 的 に 確 認 さ れ

た 。 ま た 、 地 域 の 人 口 密 度 や 政 策 的 な 工 業 整 備 の 影 響 に つ い て も 同 様 の 分 析 を 行 っ た が 、 交 通

網整備ほどの顕著な影響を確認することはできなかった。

４－８－２　交通網整備が地域構造に及ぼした影響

　 本 章 で は 交 通 が 地 域 に 与 え て き た 影 響 を 長 期 的 ･ 広 域 的 な 視 点 か ら 実 証 的 に 分 析 し た 。 そ の

結 果 か ら 、 全 国 的 な 交 通 網 整 備 は 長 期 的 に 地 域 間 の 相 対 的 位 置 関 係 と 地 域 間 相 互 の つ な が り を

変 化 さ せ 、 人 口 分 布 な ど に 大 き な 影 響 を 与 え て き た と 考 え ら れ る 。 こ れ よ り 、 今 後 の 国 土 政 策

では、交通整備政策が長期的に極めて大きな役割を果たす可能性が高いと結論づけられる。
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